








各国の処罰の実例：アラスカ

https://www.intrafish.com/fisheries/alaska-fisherman-handed-prison-sentence-1-million-fine-for-falsifying-records/2-1-1049900

【記事の要旨】

• コディアックの漁師、 IFQに関連したオ

ヒョウと銀ダラの漁獲の虚偽報告で、

• 禁固6ヶ月、罰金100万ドル、126日の更正

施設、80時間のコミュニティ奉仕活動、

自らの過ちを認める政府広報。
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各国の処罰の実例：カナダ

https://www.haidagwaiiobserver.com/news/man-hooks-massive-fine-fishing-in-mpa-of-haida-gwaii/

【記事の要旨】

Haida Gwaiiの沖合の軟体珊瑚礁の保護区で

違法に漁業を行ったハリバット漁船Hopefull

の船長に総額45000加ドルの罰金。

15



各国の処罰の実例：スペイン

https://news.cision.com/sea-shepherd-global/r/pirate-fishing-tycoon-hit-with-8-2-million-euro-fine-in-spain,c2498783

【記事の要旨】

南氷洋でメロの違法漁業を10年以上行っていた世

界で最も悪名高い海賊漁船であるF/V Thunderを保

有するFlorindo Gonzalesに820万ユーロの罰金。
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各国の処罰の実例：アイルランド

https://www.nsai.ie/about/news/donegal-fish-processor-fined-a45000-for-tampering-with-weighing-scales/

【記事の要旨】

Dongelの水産加工会社Norfish Ltdに、入荷する

漁獲物の計測に使われる計量器の不正な細工に

より45000ユーロの罰金、Tony Byrneディレク

ターは6ヶ月の禁固。
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各国の処罰の実例：スコットランド

https://www.bbc.com/news/uk-scotland-north-east-orkney-shetland-17153085

【記事の要旨】

• EUの割当を超過してサバとニシンを漁獲し

ていた乗組員17名と加工会社が6300万ポン

ドの価値のブラックな魚の不正で罰金。

• 加工会社のAlexander Buchan Limitedに24万

ポンド、Fresh CatchとShetland Catchに対

する判決はこれから。

• 沖合漁船（pelagic fleet）がログブックを

でっち上げ、電子計量器を目方が軽く出る

ように不正加工。
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各国の処罰の実例：ニュージーランド

https://www.1news.co.nz/2021/10/04/seafood-company-slapped-with-1m-fine-for-illegal-fishing/

【記事の要旨】

• Chatham Islandsで違法な漁業に関与していたMichael Vernon Weaverと同氏の

会社Southern Ocean Seafoodsに、12ヶ月の自宅禁固、105万NZドルの罰金。

• 12トンを超える未報告水産物の取引

• 90万ドルを超える価値のロブスターとパウア貝のブラックマーケットに責任
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各国の処罰の実例：ニュージーランド

https://www.stuff.co.nz/business/industries/124112897/seafood-firm-could-lose-20m-vessel-after-trawling-in-protected-area?rm=a

【記事の要旨】

Steward Islandの沖合の保護区で底引き漁業

を行っていたSanford Limitedは、2000万NZ

ドルの漁船を失うことになるであろう。
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各国の処罰の実例：オーストラリア

https://vfa.vic.gov.au/about/news/heavy-price-to-pay-for-illegal-fish-hauls

【記事の要旨】

• Camperdownにあるフィッシュ・アンド・チップ店のオーナーが、

サメを死体で保持せず、サメの日毎の漁獲リミットを超過し、違法

に漁獲された魚を販売し利益を得た罪で、罰金9000豪ドル、18万ド

ルの価値の漁船・トラック・漁具の没収、 10年の漁業の禁止。

• 店の管理に関わっていた人物1名に同じ罰金と漁業の禁止の罰。

• ほとんどの出漁でオーナーに随伴していた人物1名に7500ドルの罰金

と10年間の漁業の禁止とボートへの乗船の禁止。

• 6度の出漁に参加した人物には6000ドルの罰金と12ヶ月の遊漁禁止
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漁業資源の管理を巡る国際規範
 1982年国連海洋法条約（日本1996年批准）

• EEZ内の漁獲可能量の決定と乱獲の防止（61.1､61.2条）

• MSYに基づく資源管理（61.3条）

• 依存種への影響の考慮（61.4条）

• 排他的経済水域における生物資源の最適利用（62.1条）

• 国際漁業種の地域漁業管理機関（RFMO）を通じた資源管理への協力（63,64条）

 1995年FAO責任ある漁業のための行動規範

• 漁業管理の国際憲章

• MSY・管理基準値に基づく資源管理

• 予防的アプローチ

• 過剰漁獲能力の排除

 1995年国連公海漁業協定（日本2006年批准）

• 国連海洋法条約のストラドリング魚種と高度回遊性魚種関連規定の実施に関する協定

• RFMOの上位規範
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FAO行動規範（原則）

• 乱獲の防止と資源の生産力・持続的利用に沿った漁獲努力量の設定（6.3）

• 漁業資源の最適利用と持続的利用（7.1）
＊短期的な目的がこれらの目的を害してはならない

• 入手しうる最良の科学の適用（6.4、6.5）

• 十分な科学的情報が存在しない場合、適切な調査を開始（12.3）

• 広く予防的アプローチを適用
＊十分な科学的情報の欠如を理由とした保全措置の延期・不実施は認められない

• 管理基準値に基づく資源管理
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FAO行動規範（資源管理措置）

• 最大持続生産量（MSY）に維持または回復（7.2）

• 目標基準値（TRP）、限界基準値（LRP）の設定とこれを超えた場合にとられる措置の規
定（7.5.3）

• LRPに近づいた場合に、LRPを超えないことを確保する措置の規定（7.5.3）

• 自然要因が資源の状態に重大な悪影響を及ぼす場合、漁業活動がそのような悪影響を増幅
させることがないように、緊急に保全・管理措置を採択すべき（7.5.5）。

• 漁業活動が資源の持続性に重大な脅威となっている場合は、緊急の保存・管理措置を採択
すべき（7.5.5）

• 幼魚生育場、産卵場の保護（6.8）

• 責任ある漁業に合致しない漁具、漁法および漁業慣行は中止されるべきである（7.6.4）

• 依存種（主に浮き魚類）の影響の評価と影響の最小化（6.5, 7.2.2）
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FAO行動規範・その他

• 生存漁業、小規模漁業及び沿岸小規模漁業を含む漁業者の利益の考慮（7.2.2）

• 伝統的な漁業慣行、生計を漁業資源に依存している原住民および漁業共同体の必要性並
びに関心に適切な認識が払われるべき（7.6.6）

• 過剰漁獲能力がある場合は、資源の持続的利用に見合うレベルにまで削減するメカニズ
ムの確立（6.3, 7.6.3）

• 国際法に従って保存管理措置の遵守と取り締まりを確保し、漁船・補助船の活動を追
跡、コントロールするメカニズムの確立（6.10）

• オブザーバー・プログラム、検査制度、漁船追跡システムを含む追跡、規制、監視およ
び法律実施措置を実施すべき（7.7.3）

• 混獲、投棄を含むデータの収集（12.4）

• この規範の重要規定および関連国際条約の規定についての情報の周知確保（8.1.10）
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国連公海漁業協定の重要規定

 資源管理

• MSYに基づく資源管理（5条）

• 依存種への影響の評価と最小化（5条）

• 漁獲に関するデータの収集と共有（5条）

• 過剰漁獲能力の防止・排除（5条）

• 予防的アプローチの適用（6条）

• 管理基準値の設定と基準値を超過した際にとるべき措置の決定（6条）

• 著しい悪影響の場合の緊急の保全管理措置の実施（6条）

• 予防的な管理基準値の設定ガイドライン（付属書Ⅲ）
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国連公海漁業協定の管理基準値（付属書Ⅲ）

 管理目標値

• LRP：MSYを実現する安全な生物学的リミット内に採捕を抑制することを目的。

• TRP：管理のための目標を達成することを目的。

 管理戦略

• 採捕対象資源、依存種の資源量を、事前に合意された予防的な基準値にそって資源を維持・

回復（shall） 。

• 漁獲量が予防的に設定された基準値に接近した場合に実施する措置（shall） 。

• LRPを割るリスクが極めて小さくなることを確保（shall）。

• 平均してTRPを割らないことを確保しなければならない（shall）。

• FMSY は、LRPに関する最低限度の基準とみなす（should）。

• 乱獲されていない資源に関しては、FがFMSYを超えないこと、Biomassが事前に定められた基

準値を下回らないことを確保する（shall）。

• 乱獲された資源に関しては、MSYを実現する資源量を回復目標にできる（can）。
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地域漁業管理機関（RFMO）

https://www.fao.org/fishery/en/rfb/en
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http://www.fao.org/fishery/topic/16917/en

2004-
1996-

1994-

1950-

1969-

マグロRFMOｓ
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RFMOの主な管理方策

 インプット・コントロール

• 漁船能力（vessel capacity）規制（IATTC）

 アウトプットコントロール

• TAC（クロマグロ、メバチマグロ、キハダマグロなど）

• 漁獲管理ルール (HRC)
• 保持の禁止（No retention, dead or alive、一部のサメ類）

 テクニカルコントロール

• 人口集魚装置（FAD）規制

• トリライン・ナイトセッティング（海鳥）、サークルフック（海亀）など混獲回避

 モニタリング・エンフォースメント

• 漁船監視システム（VMS）、オブザーバー、ステレオカメラ（ICCATクロマグロ）

• 漁獲証明制度（CDS、漁獲後から水揚げ、輸出入まで）

• ベッセル・リスト（ポジティブ、ネガティブ）
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クロアチアで発覚したBCD（クロマグロCDS）の不正
「Ante Gotovinaの会社がリビアからマグロを密輸」

https://new.fox-24.com/world/164951.html

クロアチアメディアによる報道
• https://www.tportal.hr/vijesti/clanak/general-gotovina-tuna-biznis-kvote-20220105
• https://www.rtl.hr/vijesti-hr/novosti/hrvatska/4170256/zadarski-vijecnik-i-ribarski-inspektor-prozvao-tvrtku-ante-gotovine-za-nezakoniti-uvoz-tune-oglasilo-se-i-nadlezno-ministarstvo/
• https://slobodnadalmacija.hr/dalmacija/obala/tvrtka-generala-gotovine-iz-libije-uvozi-jeftine-tune-bez-papira-i-ubacuje-ih-u-jadranske-kaveze-tvrdi-ribarski-inspektor-evo-sto-u-ministarstvu-

poljoprivrede-kazu-o-ne-spornom-poslu-1156718
• https://morski.hr/2022/01/05/zadarski-ribarski-inspektor-tune-u-kavezima-ante-gotovine-nabavljaju-se-iz-libije-bez-papira-a-sve-legalizira-ministarstvo/
• https://www.vecernji.hr/vijesti/pomaze-li-ministarstvo-anti-gotovini-ministrica-vuckovic-ne-mozemo-napraviti-nista-bez-ek-1552843
ゾラン・ミラノヴィッチ大統領の緊急記者会見
• https://fb.watch/alnXR50ZHS/

【簡易訳、一部略】
• Ante Gotovinaにより設立されたJardan TunaとPelagosが、リビアからなんら書類なしでクロマグロを調達し、キロ当たり2

ユーロ支払った。

• 書類の問題は、後日、すべてを合法化するためにザグレブの農業省で解決された。警察と州検察庁がそれに関する情報を保有
している。

• ザダール市の州漁業査察官のMarko Pupić Bakračによる告発です。
「このマグロは、EU非加盟国から必要な書類なしに輸入されたものです。その後、農業省において、そのマグロを合法化する
方法について検討するための会議がMarija Vuckovic農業大臣が議長を務め複数回開催されました。」

• つまり、法に従い対処する方法についてではなく、マグロを合法化する方法についてである。もし、法に従ったなら、そのマ
グロは放流されなければならなかっただろうに。マグロに関する規制は非常に厳格で、すべての書類を伴っていなければなら
ない。

「一部のマグロはリリースされたが、それは試算では50尾ほどのようで、それ以外の輸入されたすべての魚はケージに入れられ
ました。このマグロはキロ2ユーロで調達したので、莫大な利益をえたことになります。」
• Bakrač氏は、この汚職行為に関して記した手紙をザグレブに送った。
「腐ったタコのひと足が、農業省で発覚し、大臣の友人であるJosipa Rimac とGabrijela Žalacが逮捕された。Vuckovic大臣は、
本汚職行為について全く知らなかったと言っている。今日も、恥ずべき行為が省内で行われています。」
• 農林水産省は「生きたマグロの畜養目的での輸入については、ICCATの規制により認められており、そのプロセスも規制され

ている。両社は、国別割当量内での漁獲に加え、2020年にはマグロを輸入しており、それはもともとリビア船籍の船により
合法的に漁獲され、マルタの企業によりEUに輸入された。」と付け加えた。

• Jardan TunaとPelagos net farmの代表であるMilan MandicとNenad Horbvatは電話に出なかった。
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マグロRFMOにおける漁獲管理戦略（参考）

CCSBT IATTC ICCAT IOTC WCPFC

管
理
目
的

SBT: 2035年迄に
70％以上の確率で
20％SSB0(2011)

公式には未採択。

アンチグア条約に基
づきBmsyが仮定。

予防的アプローチの
義務的適用。

第8条によりBmsyと解釈。

予防的アプローチの義務的
適用(2015)。

AB(N): 
a) 長期的に漁獲を最大化

しながら60％以上の確
率でB>Bmsy, F<Fmsy

b) 平均漁獲量を最大化、
TACの変動を最小化し

ながら、できる限り短
期間に60%以上の確率
でSSBmsy以上に回復
(2015)。

資源の保全と最適利用。

予防的アプローチの義務
的適用(2012)。

S: 
a) B>Bmsyに資源を維持
b) TRP以上、またLRP

よりもかなり上に資
源を維持するために
HCRを利用(2016)

公式には未採択
5条はMSY水準を要
求。

予防的アプローチの
義務的適用。

T
R
P

SBT: 20％SSB0到

達後に長期的な
TRPを検討

BE, Y, S: Fmsy, 
SSBmsy (2014/2016) 
(暫定)

PBF: 2024年迄に
60％以上の確率で
SSBmedian(2016)

公式のものはなし。
B>Bmsy, F<Fmsyと解釈。

BFT(E): SSBF0.1, F0.1を仮
定

S: 40%B0 (2016)

BE, Y, AB: SSBmsy, Fmsy
(2013, 暫定・非拘束)

S: 50%SSBF=0 (2015, 
暫定)

PBF回復目標:
60%以上の確率で
2024年迄に
SSBmedian(2016), 
2034年迄に
20%SSBF=0(2017)

L
R
P

SBT: 過去最低の
SSB
回復目標達成後は
20％SSB0 (暫定)

BE, Y, S: F0.5R0, 
SSB0.5Ro where 
h=0.75(8%SSB0相
当) (2014/2016, 暫定)

AB(N): 40%Bmsy(2013)
SW(N): 40%Bmsy (2013, 暫
定)

S: 20%B0 (2016)

BE: 50%Bmsy, 130%Fmsy
Y, AB, SW: 40%Bmsy, 
140%Fmsy (2012, 暫定・非

拘束)

BE, Y, S, AB(S), 
AB(N): 
20%SSBcurrent, F=0 (暫
定, 2012)

SBT: ミナミマグロ
BE：メバチマグロ
Y：キハダマグロ
S：カツオ
PBF：太平洋クロマグロ
BFT：大西洋クロマグロ
AB：ビンナガマグロ
SW：カジキマグロ
SSB：親魚資源量
F：漁獲死亡係数
TRP：目標管理基準値
LRP：限界管理基準値
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CCSBT IATTC ICCAT IOTC WCPFC

H
C
R

SBT: 幼魚調査、
CPUEを考慮し回

復目標達成に関す
る2つの式の平均
で漁獲上限設定

BE, Y, S (PS): 
• F<Fmsy
• F>Flimitが>10％のときFを

>50％以上の確率でFmsy未
満に削減し、F>Flimitにな
る確率を<10％にする。

• SSB<SSBlimitの確率が
>10％のとき、>50％で
SSB≧SSBmsyとなり、
SSB<SSBlimitが<10％とな
る行動を、2世代または5
年のどちらか長い期間に
おいてとる(2016)。

公式には未採択。
DM原則がHCR枠組みを提
供(Rec.11-13, 2011)。

AB(N): 
• SSB<SSBlimのとき、漁

獲停止・科学モニタリン
グ

• SSBlim<SSB<SSBthresh
oldでF>HCR levelのと
き、SSB≧SSBmsyまた
はHCRで設定された水準
にFを削減。

• SSB>SSBthresholdしかし
F>Ftargetのとき、即座にF
をFtargetに削減。

• SSB>SSBthresholdで
F<Ftargetのとき、Fを
≦Ftargetに維持(2015, 暫
定)

＊他の魚種についてはタイムラ
インを採択(2015)

S:
• モデルに基づく

HCRにより境界
水準(10%B0) から
安全水準(40％B0)
に線形的に漁獲を
削減。

• 安全水準を下回る
と生存漁業以外は
漁獲ゼロ。

• 年間の漁獲変動を
≦30％、最大の
漁獲は90万トン
とし、3年ごとに
評価(2016)。

なし

H
S

SBT: 3年ごとに
TAC設定、LRPに
資源を回復させる
暫定計画(2011)

なし なし なし なし

M
S
E

完成(2011) PBF, AB(N), BE, Y, Sについ
て開発中。

AB8N), BFT, SW(N), BE, Y, 
Sについて開発中。

Sについては完成
(2016)。

AB, BE, Yは開発
中。

PBF, S, AB(N), 
AB(S)につい
て開発中。

Source: Pew Charitable Trusts, “Progress toward Harvest Strategy Development at the t-RFMOs,” Harvest Strategies Toolkit, updated 1 Augsut 2017.

HCR:漁獲管理ルール
HS：漁獲戦略
MSE：管理戦略評価
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ICCAT Allocation Key [Res. 15-13]

A. 過去・現在の漁業活動に基づく基準

• 資格ある参加者の歴史的漁獲量

• 資格ある参加者の利益、漁業パターン、漁業慣行

B. 資源状態に関する基準

• MSY、MSYがない場合は合意された生物学的基準値に基づき割り当てられた資源の状

態、並びに条約の目的に沿って資格ある参加者により行われた保全、管理、再生、回復
のために必要な保全への貢献を考慮に入れた現在の漁獲努力量

• 国内管轄域および公海域にある資源の存在を含む資源の分布と生物学的特徴

C. 資格ある参加者の状態に関連する基準

• 零細漁業者、生存漁業者、小規模沿岸漁業者の利益

• 当該資源の漁獲に主に依存する沿岸漁業共同体の必要性

• その経済がICCATにより規制されているものを含む海洋生物資源の開発に著しく依存す
る地域の沿岸国の必要性

• ICCATにより規制されている資源の漁業の、特に小島嶼開発途上国および開発途上国
の、社会・経済への貢献

• 沿岸国並びにICCATによる規制されている種を漁獲する他の国々がそれぞれ有する資源
への依存性

ICCATの国別配分基準
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ICCAT Allocation Key [Res. 15-13]

C. 資格ある参加者の状態に関連する基準（続き）

• 漁船が条約海域の漁業に慣習的に参加してきた資格ある参加者にとっての漁業の経済
的・社会的重要性

• ICCATにより規制されている資源の漁獲が、資格ある参加国の国家の食糧安全保障・必
要性、国内消費、輸出に起因する所得、雇用への貢献

• 配分される資源の公海での漁獲に従事する資格ある参加国の権利

D. 資格ある参加者による遵守、データ提出、科学調査に関連した基準

• 資格ある参加者による、大規模なマグロ漁船を含む、ただし関連するICCATの勧告によ
る制裁が適用された場合を除く、ICCATの保全管理措置への遵守と協力の歴史

• 資格ある参加者の管轄下にある漁船に関係する責任の行使

• 資源の保全と管理への、ICCATにより要求される正確なデータの収集と供給への貢献、
並びに能力を考慮に入れた上での資源の科学的研究活動への貢献

[割当基準の適用の条件]抜粋

• 割当基準は、公平、平等、透明性をもって、すべての資格ある参加者に機会を確保する
形で適用されなければならない。

• 割当基準は、経済的混乱を最小化する必要性を含む、すべての関係者の経済的必要性に
対応するために、関係するパネルにより決定された期間において、段階的にすべての資
源に適用されるべきである。

• 割当基準の適用は、資格ある参加者により条約の目的に沿って行われた、資源の保全、
管理、再生、回復に必要とされる保全への貢献を考慮すべきである。
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FAOによる各国のIQ/ITQの初期配分に関する調査
（R. Shotton, ed., Case studies on the allocation of transferable quota rights in fisheries, Rome: FAO, 2001. ）

① 参加型アプローチ：

• 配分基準の原案作成段階で、利害関係者との協議・コンセンサス形成に非常に長い時間。

• 多くの場合、委員会を設置して原案作成に当たらせている。漁業との距離が近すぎる官僚
は割当の付与について主観的な選好を持つ傾向があるため（Exel and Kaufmann, 1997）。

② 公平性と透明性の確保

• 明確な基準、データセット、公開の数式

③ 不服申し立ての機会と裁定

• 多くの場合、配分に不服がある場合は、不服申し立て（appeal）の公式プロセスがある。

• 訴訟による不服申し立てが行われるケースも。

④ 多様な配分基準

• 「歴史的漁獲量」「均等割」「漁船規模」「投資」等、異なる背景により多様な基準

－ 漁法や漁船規模の同質性

－ 資源管理措置（TAC、網目・漁獲サイズ規制、幼育場・産卵群の保護など）の導入状況、資源状態

－ 200海里体制発足後の漁業の国内化（domestication）

④ 政策目的の影響

• 現状維持を目指すのかどうか

• 資源の保全、持続可能性をどの程度重視するのか

• 当該漁業から得られる全体の利益の最大化をめざすのかどうか 36



各国におけるIQ/ITQの初期配分基準の実例（1）
(Shotton, 2001)

① カナダ大西洋

• ホッコクアカエビ（1987年試行、89年正式導入）：「均等割」

• ズワイガニ（1994/95年）：「歴史的漁獲量」と「参加者数」（乗組員など）

• 沖合ホタテ（1986年）：「歴史的漁獲量」と各企業体の「漁船ライセンス保有数」

② カナダのスコシア・ファンディ湾での沿岸底魚漁業（1991年）

• 45f未満の漁船： 「歴史的漁獲量」 （1986-89年の最善2年間）、但し最低7トン割当

• 45f以上の漁船：「歴史的漁獲量」（1986-89年の最善2年間）
  ＊マダラ、スケトウダラ、コダラ、赤魚、カレイ類ほか

③ カナダ太平洋

• オヒョウ（1991年）：「歴史的漁獲量」（70％）＋「漁船の全長」（30％）

• ミル貝（1989/90年）：「均等割」

• 底魚55種の底引き（1998年）：「歴史的漁獲量」（ 1986-89年、70％）＋「漁船の全長」
（30％） ＊元最高裁判事を調停官に指名し配分方式を策定

• 銀ダラ（1990）：「歴史的漁獲量」（1988-89年の最善、70％）＋「漁船の全長」（30％）

• 抱卵ニシン（1998年）：「均等割」

• ナマコ（1995年）：「均等割」、TACの2％は先住民に。
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各国におけるIQ/ITQの初期配分基準の実例（2）
(Shotton, 2001)

① アメリカ大西洋のバカ貝、ホンビノスガイ（1990年）：

• 「歴史的漁獲量」（1979-88年、80％）＋「漁船の容積」（20％）

② アメリカ大西洋のニシオオスズキ（1991年）

• 「歴史的漁獲量」（ 1987-90年、50％）＋「均等割」（50％）

③ アラスカのオヒョウと銀ダラ（1995年）

• オヒョウ：「歴史的漁獲量」（1984-90年の最高の5年間）

• 銀ダラ：「歴史的漁獲量」（1985-90年の最高の5年間）

④ アイスランドの各種漁業

• 底引漁業種（84年）：「歴史的漁獲量」（1981-83年）

            1991-98年にかけて零細漁業者もITQシステムに統合

• ロブスター・深海エビ：「歴史的漁獲量」

• ニシン・近海エビ：「均等割」
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各国におけるIQ/ITQの初期配分基準の実例（3）
(Shotton, 2001)

① タスマニアのrock lobsterとアワビ

• rock lobster（1998年）：「ポット数」

• アワビ（1991年）：「均等割」

② オーストラリア南東底引き漁業（1992年）

• 「歴史的漁獲量」＋「投資」（漁船の容積とエンジン出力）

③ オーストラリアのミナミマグロ（1984/85）
• 「歴史的漁獲量」（1980-83年の最高の1年、75％）＋「漁船の市場価値」（25％）

④ ニュージーランド（1986年）

• 「漁業へのコミットメント」が配分の基準

a. 深海漁業：陸の加工場への投資、雇用、漁業資本（漁船、漁具など）

b. 沿岸漁業：「歴史的漁獲量」（1982-84年の漁獲量）

⑤ オランダのヒラメ類のビーム・トロール漁業（1976年）

• 「歴史的漁獲量」（ 1972-75年、50％）＋「理論的漁獲量」（船を更新した場合、 50％ ）
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終わりに

 MSYの資源管理を改正漁業法で規定しただけでは、資源管理はできない。

 日本ではMCSのCが依然として原始的であるだけでなく、MとSが根本的に貧弱。

 洋上の監視は難しいため、重い罰則と監視・取り締まりに多くの予算が必要。

 買う側（加工・流通）の法的義務と刑罰を法制化する必要。

 IQの初期配分において、透明性・公平性・丁寧な協議・不服申し立ての機会が必

要であるが、先行のクロマグロの枠配分プロセスには全く欠けている。

 他のTAC魚種については「歴史的漁獲量」の基準を行政が一方的に設定。

 弱い罰則（C）とM、Sのもとで一方的にIQを設定すれば、違反が続出する。

 過剰漁獲能力問題を悪化させるバラマキ型補助金政策を続けながらIQを導入する

のは困難。減船に十分な予算を割くべき。

 依存種/餌魚（forage fish）の保護、予防的アプローチ、生態系の保全、養殖の

MCSなど重要な要素が改正漁業法では全く抜け落ちている。
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Thank you for your attention!

Isao Sakaguchi 

isao.sakaguchi@gakushuin.ac.jp
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